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４ 企業会計決算の状況

  県が独立採算性を原則とする企業的色彩の強い事業を行う際に、法律や条例によって設置するもの

で、地方公営企業法の全部又は一部の適用を受ける公営企業の会計をいいます。 

  企業会計は、公共の福祉を目的とするとともに、企業の経済性を発揮することも求められており、

その経理については、地方公営企業法の定めるところによります。 

  この会計方式は、一般のいわゆる官公庁会計が現金主義により経理されるのに対し、発生主義に基

づく複式簿記方式により経理される点で大きく異なっています。 

  三重県では、公共の福祉を増進するため、水道事業、工業用水道事業、電気事業及び病院事業の４

事業の経営を行っていますので、以下、それぞれの企業会計ごとに、その決算状況を説明します。 

 

１  水道事業の概況 

  営業関係では、南勢志摩水道用水供給事業（志摩系：給水能力 41,000m3／日、南勢系：給水能力

128,150m3／日）、北中勢水道用水供給事業（北勢系木曽川用水系：給水能力 80,300m3／日、北勢系三

重用水系：給水能力 51,000m3／日、北勢系長良川水系：給水能力 6,400 m3／日、中勢系雲出川水系：

給水能力 81,416m3／日、中勢系長良川水系：給水能力 58,800m3／日）はともに順調な給水を行い、そ

れぞれ地域住民の生活環境の向上に寄与しています。 

  平成 15 年度の営業成績は、表 14、図 21 及び巻末資料 23 のとおり、事業収益は、12,690,903 千円 （対

前年度比 98.4％）で、内訳は、営業収益 11,810,403 千円（対前年度比 99.9％）及び営業外収益 880,500

千円（対前年度比 82.4％）であり、また、事業費用は 11,646,524 千円（対前年度比 95.0％）で、内訳は、

営業費用 7,914,346 千円（対前年度比 98.9％）及び営業外費用 3,732,178 千円（対前年度比 87.6％）

です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 1,044,379 千円（対前年度比 163.5％）が当年度の純利益

となりました。また、バランスシート（貸借対照表）については、図 22 及び巻末資料 23 をご覧くだ

さい。 

  なお、事業収益と事業費用の年度別の推移については、図 23 及び巻末資料 24 をご覧ください。 

 一方、建設事業は平成 10 年度から北中勢水道用水供給事業（北勢系第２次拡張事業長良川水

系、総事業費 37,410,000 千円、給水能力 47,600m3／日）及び伊賀水道用水供給事業（総事業費

36,100,000 千円、給水能力 48,500m3／日）の建設に着手しています。 

北中勢水道用水供給事業では、受水予定市町から全部給水時期の５年延伸要望があり、関係者間で

協議を重ねた結果、給水開始時期を平成 23 年 4 月とし、将来の受水負担をできる限り抑えることに配

慮し、当面、施設整備を必要最低限で実施する措置を講じました。 

伊賀水道用水供給事業では、水資源機構が施工する川上ダム建設事業の進捗が遅れていることから、

関係者と連携を取りながらダム建設事業の進捗に合わせた施設整備を実施しました。なお、平成 15

年度に水需給計画の見直しを行い、給水能力を 28,750m3／日に、給水開始時期を平成 21 年 4 月に変

更し、事業計画の変更を行いました。 

また、北中勢水道用水供給事業及び伊賀水道用水供給事業とも、三重県公共事業（再）評価審査











－42－ 

３  電気事業の概況 

  営業関係では、宮川第一、宮川第二、宮川第三、長、三瀬谷、青蓮寺、大和谷、蓮、青田及び比奈

知の 10 発電所（最大出力 97,800kW）の発電量は、目標電力量 319,173,000kWh に対し、供給電力量

331,234,359kWh（103.8％）となりました。また、ＲＤＦ焼却・発電事業では、三重ごみ固形燃料発電

所（最大出力12,050kW）貯蔵槽爆発事故により、稼働日数は147日にとどまりました。この結果、21,158t

のＲＤＦを焼却し、31,521,000kWh の発電を行いました。 

  平成 15 年度の営業成績は、表 16、図 27 及び巻末資料 23 のとおり、事業収益は、4,527,229 千円（対

前年度比 85.0％）で、内訳は、営業収益 2,805,587 千円（対前年度比 90.7％）、附帯事業収益 776,625

千円（対前年度比 424.7％）、及び営業外収益 945,017 千円（対前年度比 47.0％）であり、事業費用は、

4,870,063 千円（対前年度比 97.9％）で、内訳は、営業費用 2,175,972 千円（対前年度比 96.2％）、附

帯事業費用 1,343,663 千円（対前年度比 504.6％）及び営業外費用 1,350,428 千円（対前年度比 55.2％）

です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 342,834 千円が当年度の純損失となりました。また、バラ

ンスシートについては、図 28 及び巻末資料 23 をご覧ください。 

  なお、事業収益と事業費用の年度別の推移については、図 29 及び巻末資料 24 をご覧ください。 

 一方、建設事業のＲＤＦ焼却・発電整備事業（総事業費 8,399,134 千円）は、平成 15 年 8

月の事故により、施設の引き受けができない状況になっていましたが、施設の改修、完成検査

後の平成 16 年 3 月に引渡を受け、事業が完了しました。 

 その他、平成９年度からの継続事業である川上発電所建設事業（総事業費 1,705,698 千円・最大出

力 1,200kW）は、ダム事業費負担金等を執行しました。また、宮川ダム維持放流設備建設事業（最大

出力 220kW）は、三重県県土整備部が建設する選択取水設備建設工事の建設費を負担しました。 

 










